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地方公共団体の会計

普通会計

一般行政部門の会計

その他の会計
（公営事業会計）

公営企業会計

●水道事業　●交通事業　●電気事業　●ガス事業

●病院事業　●下水道事業　●宅地造成事業　など

後期高齢者医療
事業会計

介護保険
事業会計

など

国民健康保険
事業会計

地方財政の役割

地方公共団体の会計の決算統計上の分類

　都道府県や市町村は、学校教育や福祉・衛生、警察・消防、道路、下水道などの整備といったさまざまな行政分野の中心
的な担い手であり、国民生活に大きな役割を果たしています。
　ここでは、個々の地方公共団体の財政の集合である地方財政について、普通会計を中心として、平成21年度の決算の
状況、地方公共団体の財政健全化への取組などを紹介していきます。

　地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではないため、決
算統計では地方公共団体全体の財政の状況を明らかにするとともに地方公共団体相互間の比較を可能とする観点から、
統一的な方法により、一般行政部門の会計を普通会計として整理し、その他の会計（公営事業会計）と区分しています。
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国と地方の主な目的別歳出の割合（最終支出ベース）

目的別歳出の割合 国の割合

94％

どのような分野で地方の歳出割合が高いのでしょうか？

　国と地方を通じた歳出のうち、地方の歳出の割合が高いのは、主に、衛生、学校教育、警察・消防、社会教育などの日常
生活に関係の深い分野です。

89％

78％
72％

69％

68％

59％

40％

50％

41％

36％

86％

6％

11％

22％
28％

31％

32％

41％

60％

50％

59％

64％

100％
100％

14％

57％ 43％

3.8％衛生費

8.7％学校教育費

4.0％司法警察消防費

3.0％社会教育費等

9.9％国土開発費

18.1％民生費（年金関係を除く）

1.8％国土保全費

2.0％住宅費等

7.9％商工費

18.9％公債費

1.9％農林水産業費

4％ 96％0.5％恩給費

5.9％民生費のうち年金関係

2.9％防衛費

8.0％一般行政費等

1％ 99％2.5％その他

39％ 61％0.2％災害復旧費等

地方の割合

保健所、ごみ・し尿処理等

小・中学校、幼稚園等

公民館、図書館、博物館等

都市計画、道路・橋りょう、公営住宅等

児童福祉、介護などの老人福祉、
生活保護等

河川海岸

戸籍、住民基本台帳等

国内総支出と地方財政

地方財政の規模は、国の財政に比べてどの程度なのでしょうか？

　地方財政の規模を国内総支出に占める割合でみると、地方政府が12.0％を占めており、中央政府の約2.6倍となって
います。

474兆402億円
国内総支出（名目）

財貨・サービスの純輸出
4兆281億円（0.8％）

民間部門 353兆6,652億円（74.6％）

政府部門 116兆3,468億円（24.5％）

●地方
 57兆612億円（12.0％）
●普通会計
 50兆3,471億円（10.6％）

●中央
 21兆8,656億円（4.6％）

●社会保障基金
 37兆4,200億円（7.9％）

家計部門
 290兆3,749億円

（61.3％）

企業部門
 63兆2903億円

（13.4％）

中央地方
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　歳入、歳出ともに２年連続で前年度決算額を上回っています。
　主な要因として、歳入については、国の経済対策等により、国庫支出金、地方交付税及び地方債（主に臨時財政対策
債）等が増加したこと、歳出については、国の経済対策等により、投資的経費、補助費等及び各種交付金の特定目的基金
への積立金等が増加したことが挙げられます。

決算規模

　実質単年度収支は２年連続黒字となり、単年度収支は３年ぶりに黒字となっています。

決算収支

（注1） 実質単年度収支は、単年度収支に、財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩し額を差し引いた額をいいます。　　
 単年度収支は、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額をいいます。
 実質収支は、歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額をいいます。
（注2） 赤字の団体数は、一部事務組合及び広域連合を含まず、（　）内は、一部事務組合及び広域連合を含む団体数です。

0

85

90

95

100（兆円）998,878

976,738971,702

948,394

929,365

906,973
915,283

892,106

911,814

891,476

922,135

983,657億円

961,064億円

896,915

歳出歳入

区　分

実質単年度収支

単年度収支

実質収支

決算期

21年度

 2,382億円

 1,720億円

1兆4,447億円

 1,828億円

 △784億円

1兆2,797億円

 440 （1,004）

 579 （1,153）

 13 （13）

 611 （1,315）

 843 （1,539）

 19 （19）

20年度20年度 21年度

赤字の団体数 

平成9 14 17 18 19 20 21 （年度）

地方財政の現状

歳入

　地方税（主に法人関係二税）が減少する一方で、地方交付税、地方債（主に臨時財政対策債）等が増加しました。また、国
の経済対策の実施により国庫支出金が増加したことから、歳入総額は6兆1,522億円増加し、２年連続の増加となりました。

1

歳出

　人件費、公債費が減少する一方で、国の経済対策等により投資的経費やその他の経費（主に補助費等）が増加したこと
から、歳出総額は6兆4,150億円増加し、２年連続の増加となりました。

2

平成21年度決算の概況
国の経済対策等により、歳入・歳出ともに増加しました。

98兆3,657億円（前年度比6兆1,522億円、6.7％増）

96兆1,064億円（前年度比6兆4,150億円、7.2%増）

財政構造の弾力性

　経常収支比率は集計開始以来最も高い値を示し、依然として高い水準での推移が続いています。

3

普通会計が負担すべき借入金残高の推移

　依然として高い水準で推移しています。

4

（注1） 企業債現在高（普通会計負担分）は、決算統計をベースとした推計値です。
（注2） 地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額です。
（注3） 各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものです。したがって、その内訳は合計と一致しない場合があります。 
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　歳入総額に占める一般財源の割合は、地方税及び地方特例交付金等の減少により、前年度に比べ低下し約54％と
なっています。

歳入内訳の推移2

平成9年度
純  計  99.9兆円

純  計  97.2兆円

純  計  92.9兆円

純  計  91.5兆円

純  計  91.2兆円

純  計  98.4兆円

純  計  92.2兆円

地方譲与税1.1％（1.1兆円）

地方譲与税0.7％（0.6兆円）

地方譲与税2.0％（1.8兆円）

地方特例交付金等0.9％（0.9兆円）

地方特例交付金等1.6％（1.5兆円）

地方譲与税4.1％（3.7兆円） 地方特例交付金等0.9％（0.8兆円）

地方譲与税0.8％（0.7兆円） 地方特例交付金等0.3％（0.3兆円）

地方譲与税0.7％（0.7兆円） 地方特例交付金等0.6％（0.5兆円）

地方譲与税1.3％（1.3兆円） 地方特例交付金等0.5％（0.5兆円）

（注） 「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めています。

全  国

平成14年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成21年度

平成20年度

地方税
36.2％（36.2兆円）

地方税
34.4％（33..4兆円）

地方交付税
17.1％（17.1兆円）

地方交付税
20.1％（19.5兆円）

国庫支出金
14.4％

（14.4兆円）

国庫支出金
13.6％

（13.2兆円）

地方債
14.1％

（14.1兆円）

地方債
13.7％

（13.3兆円）

その他
17.1％

（17.1兆円）

その他
16.7％

（16.3兆円）

国庫支出金
12.8％

（11.9兆円）

地方債
11.2％

（10.4兆円）

その他
16.7％

（15.5兆円）

一般財源54.4％（54.4兆円）

一般財源56.0％（54.5兆円）

地方税
37.4％（34.8兆円）

地方交付税
18.2％（17.0兆円）

一般財源59.3％（55.1兆円）

国庫支出金
11.5％

（10.5兆円）

地方債
10.5％
（9.6兆円）

その他
15.7％

（14.4兆円）

地方税
39.9％（36.5兆円）

地方交付税
17.5％（16.0兆円）

一般財源62.3％（57.0兆円）

国庫支出金
11.3％

（10.3兆円）

地方債
10.5％
（9.6兆円）

その他
16.2％

（14.8兆円）

地方税
44.2％（40.3兆円）

地方交付税
16.7％（15.2兆円）

一般財源62.0％（56.5兆円）

国庫支出金
12.7％

（11.7兆円）

地方債
10.8％
（9.9兆円）

その他
15.6％

（14.4兆円）

地方税
42.9％（39.6兆円）

地方交付税
16.7％（15.4兆円）

一般財源60.9％（56.2兆円）

国庫支出金
17.1％

（16.8兆円）

地方債
12.6％

（12.4兆円）

その他
16.6％

（16.4兆円）

地方税
35.8％（35.2兆円）

地方交付税
16.1％（15.8兆円）

一般財源53.6％（52.8兆円）

一般財源

98兆3,657億円
純  計

50兆9,682億円
都道府県

53兆5,547億円
市町村

一般財源
52兆7,618億円（53.6％）

●地方税
　35兆1,830億円（35.8％）
●地方譲与税
　1兆2,966億円（1.3％）
●地方特例交付金等
　4,620億円（0.5％）

●その他
　16兆4,426億円（16.7％）
●地方債
　12兆3,960億円（12.6％）
●国庫支出金
　16兆7,653億円（17.0％）

●その他
　8兆9,751億円（17.6％）
●地方債
　7兆7,557億円（15.2％）
●国庫支出金
　8兆5,168億円（16.7％）

●その他
　11兆8,876億円（22.2％）
●地方債
　4兆6,669億円（8.7％）
●国庫支出金
　8兆2,485億円（15.4％）

●地方交付税
　15兆8,202億円（16.1％）

一般財源
28兆7,517億円（53.7％）

●地方交付税
　8兆1,841億円（16.1％）
●その他の一般財源
　14億円（0.0％）

一般財源
25兆7,207億円（50.5％）

●地方税
　16兆5,088億円（32.4％）
●地方譲与税
　8,103億円（1.6％）
●地方特例交付金等
　2,160億円（0.4％）

●地方税
　18兆6,741億円（34.9％）

●地方特例交付金等
　2,460億円（0.5％）

●地方譲与税
　4,863億円（0.9％）

●地方交付税
　7兆6,361億円（14.3％）
●その他の一般財源
　1兆7,093億円（3.2％）

　地方公共団体の歳入に占める割合は、地方税（約36％）、国庫支出金、地方交付税、地方債の順になっています。

　地方税や、地方交付税のように、使途が特定されていない財源を一般財源と呼んでいます。ここでは、地方税、地方譲与
税、地方交付税及び地方特例交付金等の合計額を一般財源として扱っています。地方公共団体が、さまざまな行政ニーズ
に適切に対応するためには、この一般財源の確保が重要になります。

歳入内訳の構成

歳入
行政活動のためのお金は、どこから来ているのでしょうか？

1

（注1） ここでは普通会計を中心に扱います（上下水道、交通、病院などの「公営企業」は、「地方公営企業」で紹介します）。 
（注2） 各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものです。したがって、その内訳は合計と一致しない場合があります。 

地方譲与税 ： 国税として徴収され、地方公共団体に譲与される税で、地方揮発油譲与税などがあります。

地方特例交付金等 ： 18年度及び19年度の児童手当の制度拡充に伴う地方負担の増加に対応するための児童手当特例交付金などがあります。

地方交付税 ： 国税5税の一定割合の額で、地方公共団体の税源の不均衡を調整し、どの地域においても一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するため
　　　　　　の地方共有の固有財源です（詳しくは11ページ｢4地方交付税｣をご覧ください）。

国庫支出金 ： 国が地方に対して支出する負担金、委託費、特定の施策の奨励又は財政援助のための補助金等の総称です。

地方債 ： 地方公共団体の債務のうち、その履行が一会計年度を超えて行われるものをいいます。 
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　歳入総額に占める一般財源の割合は、地方税及び地方特例交付金等の減少により、前年度に比べ低下し約54％と
なっています。

歳入内訳の推移2

平成9年度
純  計  99.9兆円

純  計  97.2兆円

純  計  92.9兆円

純  計  91.5兆円

純  計  91.2兆円

純  計  98.4兆円

純  計  92.2兆円

地方譲与税1.1％（1.1兆円）

地方譲与税0.7％（0.6兆円）

地方譲与税2.0％（1.8兆円）

地方特例交付金等0.9％（0.9兆円）

地方特例交付金等1.6％（1.5兆円）

地方譲与税4.1％（3.7兆円） 地方特例交付金等0.9％（0.8兆円）

地方譲与税0.8％（0.7兆円） 地方特例交付金等0.3％（0.3兆円）

地方譲与税0.7％（0.7兆円） 地方特例交付金等0.6％（0.5兆円）

地方譲与税1.3％（1.3兆円） 地方特例交付金等0.5％（0.5兆円）

（注） 「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含めています。

全  国

平成14年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成21年度

平成20年度

地方税
36.2％（36.2兆円）

地方税
34.4％（33..4兆円）

地方交付税
17.1％（17.1兆円）

地方交付税
20.1％（19.5兆円）

国庫支出金
14.4％

（14.4兆円）

国庫支出金
13.6％

（13.2兆円）

地方債
14.1％

（14.1兆円）

地方債
13.7％

（13.3兆円）

その他
17.1％

（17.1兆円）

その他
16.7％

（16.3兆円）

国庫支出金
12.8％

（11.9兆円）

地方債
11.2％

（10.4兆円）

その他
16.7％

（15.5兆円）

一般財源54.4％（54.4兆円）

一般財源56.0％（54.5兆円）

地方税
37.4％（34.8兆円）

地方交付税
18.2％（17.0兆円）

一般財源59.3％（55.1兆円）

国庫支出金
11.5％

（10.5兆円）

地方債
10.5％
（9.6兆円）

その他
15.7％

（14.4兆円）

地方税
39.9％（36.5兆円）

地方交付税
17.5％（16.0兆円）

一般財源62.3％（57.0兆円）

国庫支出金
11.3％

（10.3兆円）

地方債
10.5％
（9.6兆円）

その他
16.2％

（14.8兆円）

地方税
44.2％（40.3兆円）

地方交付税
16.7％（15.2兆円）

一般財源62.0％（56.5兆円）

国庫支出金
12.7％

（11.7兆円）

地方債
10.8％
（9.9兆円）

その他
15.6％

（14.4兆円）

地方税
42.9％（39.6兆円）

地方交付税
16.7％（15.4兆円）

一般財源60.9％（56.2兆円）

国庫支出金
17.1％

（16.8兆円）

地方債
12.6％

（12.4兆円）

その他
16.6％

（16.4兆円）

地方税
35.8％（35.2兆円）

地方交付税
16.1％（15.8兆円）

一般財源53.6％（52.8兆円）
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道府県税収入額の推移

市町村税収入額の推移

（注1） （　）内の数値は、市町村民税の構成比です。
（注2） 市町村税収入額は、東京都が徴収した市町村税相当額を含めています。

（注） （　）内の数値は、事業税及び道府県民税の構成比です。

　景気の悪化に伴う法人関係二税（法人住民税、法人事業税）の減少により、道府県税は前年度と比べて減収となってい
ます。また、市町村税も法人市町村民税及び個人市町村民税の減少により前年度と比べて減収となっています。

20

（兆円）

（兆円）

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

20

18

22

16

14

12

10

8

6

4

2

0

平成 9 14 17 18 19 20 21（年度）

平成 9 14 17 18 19 20 21（年度）

32.3

1.8
5.4
4.9
1.7
11.4

3.8
8.9
1.6

（34.1％）（34.1％）

（28.2％）（28.2％） （25.0％）（25.0％） （23.5％）（23.5％） （24.4％）（24.4％）
（33.3％）（33.3％）

（34.8％）（34.8％）

（39.3％）（39.3％）

（26.6％）（26.6％）
（32.3％）（32.3％）

（34.2％）（34.2％）

（31.2％）（31.2％）
（30.2％）（30.2％）

（19.8％）（19.8％）

18.8 16.8 16.0 16.6

25.8 27.8 33.5%

1.1%
4.7%

18.4%

1.4%

16.5%

2.8%
1.7%
11.3%
1.6%
5.6%
1.4%

1.1
5.9

29.0

1.2

2.5

13.8

1.5

9.4
2.0
5.1
0.7

1.1
6.3

30.0

1.2

13.8

2.6
1.5
9.2
2.3
5.5
0.6

1.0
6.8

32.9

1.3

16.1

3.0
1.7
10.6
2.8
6.4
0.8

1.2
6.3

30.9

1.4

16.8

3.1
1.8
11.5
3.0
7.1
0.9

2.9
5.3

25.0

1.6

17.6

3.8
2.0
12.8
3.0
8.3
0.9

3.0
6.4

149,478
138,035

152,269
163,243

186,642
179,280

146,545億円 その他

軽油引取税

自動車取得税

自動車税
道府県たばこ税

不動取得税
地方消費税

その他
都市計画税
市町村たばこ税

固定資産税

個人分

法人分

個人分
法人分

法人分

利子割

個人分

事業税

道府県民税

市町村民税

11.9

41.6

3.8
6.3
2.5

（45.8％）（45.8％）
（39.7％）（39.7％）

（41.7％）（41.7％）
（45.0％）（45.0％） （47.7％）（47.7％） （47.1％）（47.1％） （44.4％）（44.4％）

33.8
30.1 29.1

30.9
33.8 34.4 35.8%

8.6%

6.0%
3.7%

43.2%

2.7%

12.7

41.0

3.7
5.7
2.5

14.0

40.4

3.9
5.6
2.4

14.1

42.5

4.3
5.9
2.3

12.6

45.3

4.3
6.3
2.4

9.6

46.8

4.2
6.7
2.6

212,077
195,750 195,775 201,819

216,026 216,305
205,284億円

道府県税の税収の構成（平成21年度決算）

市町村税の税収の構成（平成21年度決算）

　地方税は、道府県税と市町村税とに分かれます（東京都の特別区については、都が市町村税の一部を課税しています）。

地方税3

事業税
2兆9,048億円（19.8％）

14兆6,545億円
総  額

道府県民税
5兆7,663億円（39.3％）

●利子割
　1,651億円（1.1％）

●法人分
　6,868億円（4.7％）

●法人分
　2兆7,011億円（18.4％）
●個人分
　2,037億円（1.4％）

●不動産取得税
　4,042億円（2.8％）
●軽油引取税
　8,147億円（5.6％）
●自動車税
　1兆6,544億円（11.3％）
●地方消費税
　2兆4,131億円（16.5％）

●自動車取得税
　2,310億円（1.6％）

●その他
　2,163億円（1.4％）

●道府県たばこ税
　2,497億円（1.7％）

20兆5,284億円
総  額

市町村民税
9兆1,241億円（44.4％）

●個人分
　7兆3,489億円（35.8％）

●都市計画税
　1兆2,325億円（6.0％）

●固定資産税
　8兆8,744億円（43.2％）

●その他
　5,308億円（2.7％）

●市町村たばこ税
　7,666億円（3.7％）

●個人分
　4兆9,143億円（33.5％）

●法人分
　1兆7,752億円（8.6％）

（注）市町村税収入額は、東京都が徴収した市町村税相当額を含めています。

8



道府県税収入額の推移

市町村税収入額の推移

（注1） （　）内の数値は、市町村民税の構成比です。
（注2） 市町村税収入額は、東京都が徴収した市町村税相当額を含めています。

（注） （　）内の数値は、事業税及び道府県民税の構成比です。

　景気の悪化に伴う法人関係二税（法人住民税、法人事業税）の減少により、道府県税は前年度と比べて減収となってい
ます。また、市町村税も法人市町村民税及び個人市町村民税の減少により前年度と比べて減収となっています。
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16.5%

2.8%
1.7%
11.3%
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0.9
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149,478
138,035

152,269
163,243

186,642
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11.9

41.6

3.8
6.3
2.5

（45.8％）（45.8％）
（39.7％）（39.7％）

（41.7％）（41.7％）
（45.0％）（45.0％） （47.7％）（47.7％） （47.1％）（47.1％） （44.4％）（44.4％）
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地
方
財
政
の
動
向
と
課
題

9

地
方
財
政
の
役
割

地
方
財
政
の
現
状



（注1） 基準財政需要額は、各地方公共団体の合理的かつ妥当な水準における財政需要として算定されるものであり、義務教育や生活保護、公共事業等の国庫負担金事
業の地方負担を算入することが義務づけられています。なお、平成13年度からは、基準財政需要額の一部を地方財政法第5条の特例地方債（臨時財政対策債）に振
り替えることとしています。

（注2） 標準的な地方税収入には、当該団体が独自に課税する「法定外普通税・法定外目的税」、地方税法に規定する標準税率を超えて行う「超過課税」の額は算入されま
せん。

基準財政需要額 基準財政収入額 普通交付税額

単位費用

×

測定単位
（国勢調査人口等）

×

補正係数
（段階補正等）

基準財政需要額

－

基準財政収入額

標準的な地方税収入

×

算入率（75％）

＋

地方譲与税等

　本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源は、それぞれの地方公共団体がその住民から徴収した地方税で賄
うのが理想ですが、税源の地域的なアンバランスがあり、多くの地方公共団体が必要な税収を確保できません。そこで、本来
地方の税収入とすべき財源を国が代わって徴収し、財政力の弱い地方公共団体に対して、地方交付税として再配分してい
ます。

地方交付税総額の決定

　地方交付税の総額は、国税の一定割合（所得税・酒税の32％、法人税の34％、消費税の29.5％、たばこ税の25％）を基
本としつつ、地方財政全体の標準的な歳入、歳出の見積もりに基づき総額が決定されます。
　平成21年度における地方交付税総額は15兆8,202億円、対前年度比2.7％増となっています。

地方交付税4

1

各地方公共団体の普通交付税の算定方式

　次のような仕組みで各地方公共団体の普通交付税の額が算定されています。

2

地方税収の人口1人当たり税収額の指数（全国平均を100とした場合）

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県
埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神奈川県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県
岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和歌山県
鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿児島県
沖 縄 県
全国平均

平成21年度
決 算 額

（注1） 「最大/最少」は、各都道府県ごとの人口1人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値です。
（注2） 地方税収計の税収額は、地方法人特別譲与税の額を含み、超過課税、法定外普通税及び法定外目的税を除いたものです。また、地方消費税清算後の数値となっています。
（注3） 個人住民税の税収額は、個人道府県民税（均等割及び所得割）及び個人市町村民税（均等割及び所得割）の合計額であり、超過課税分を除いています。
（注4） 地方法人二税の税収額は、法人道府県民税、法人市町村民税及び法人事業税の合計額であり、超過課税分を除いています。
（注5） 固定資産税の税収額は道府県分を含み、超過課税分を除いています。
（注6） 人口は、平成22年3月31日現在の住民基本台帳人口です。 
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地方税収計

35.4兆円
個人住民税

12.2兆円
地方法人二税

4.8兆円
固定資産税

8.9兆円
地方消費税（清算後）

2.4兆円
最大／最小 ： 2.7倍 最大／最小 ： 3.1倍 最大／最小 ： 6.1倍 最大／最小 ： 2.3倍最大／最小 ： 1.7倍
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　72.2
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   65.8
　  82.9
   66.4
   65.3
   65.5
   69.0
 60.8
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　　 100.0
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　64.6
　71.7
　　　　　　　　264.1
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　   87.6
　　97.0
　  76.0
　67.8
　 73.1
　    86.7
　　   106.4
　  74.8
　  77.4
　　    116.3
　　　123.9
　  79.3
43.0
　70.1
     62.2
　66.2
　   86.9
　      98.8
　   84.7
　 76.2
　　 104.2
　   82.8
   53.6
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　69.8
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   58.5
  51.9
   58.8
　　100.0

　  103.7
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　 100.8
　97.0
　94.7
　95.3
　93.1
　 102.8
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  86.3
  85.7
　　　134.0
   88.8
      99.3
     94.9
　  103.0
　 102.6
　 102.1
　  106.1
　97.3
　  105.5
　  107.8
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　95.9
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    93.6
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     95.8
   91.0
78.3
　100.0

  74.7
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 71.2
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　   96.4
　　105.0
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　88.3
　  91.1
　　　　   154.6
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　  92.9
　    98.6
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　　  112.1
　    97.2
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　   94.0
　　  111.4
　　　118.7
　　 108.8
　     100.6
　   94.4
　　107.1
　    99.4
 71.2
    81.0
   78.3
   77.5
　   93.0
　    99.2
　   94.7
　  93.5
　 88.5
　 87.7
   75.9
　 88.0
   79.1
67.8
 71.4
　86.3
 70.6
 72.4
 71.6
　    100.0

　地域のニーズに応じた行政サービスを自らの責任と判断で実施できるよう、税源の偏在度が小さく税収の安定性を備えた
地方税体系を構築することが必要です。
　地方税収について、全国平均を100として、都道府県別に人口一人あたりの税収額を比較してみると、東京都が最も大き
く、沖縄県が最も小さく、約2.7倍の格差となっています。
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（注1） 基準財政需要額は、各地方公共団体の合理的かつ妥当な水準における財政需要として算定されるものであり、義務教育や生活保護、公共事業等の国庫負担金事
業の地方負担を算入することが義務づけられています。なお、平成13年度からは、基準財政需要額の一部を地方財政法第5条の特例地方債（臨時財政対策債）に振
り替えることとしています。

（注2） 標準的な地方税収入には、当該団体が独自に課税する「法定外普通税・法定外目的税」、地方税法に規定する標準税率を超えて行う「超過課税」の額は算入されま
せん。

基準財政需要額 基準財政収入額 普通交付税額

単位費用

×

測定単位
（国勢調査人口等）

×

補正係数
（段階補正等）

基準財政需要額

－

基準財政収入額

標準的な地方税収入

×

算入率（75％）

＋

地方譲与税等

　本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源は、それぞれの地方公共団体がその住民から徴収した地方税で賄
うのが理想ですが、税源の地域的なアンバランスがあり、多くの地方公共団体が必要な税収を確保できません。そこで、本来
地方の税収入とすべき財源を国が代わって徴収し、財政力の弱い地方公共団体に対して、地方交付税として再配分してい
ます。

地方交付税総額の決定

　地方交付税の総額は、国税の一定割合（所得税・酒税の32％、法人税の34％、消費税の29.5％、たばこ税の25％）を基
本としつつ、地方財政全体の標準的な歳入、歳出の見積もりに基づき総額が決定されます。
　平成21年度における地方交付税総額は15兆8,202億円、対前年度比2.7％増となっています。

地方交付税4

1

各地方公共団体の普通交付税の算定方式

　次のような仕組みで各地方公共団体の普通交付税の額が算定されています。

2

地
方
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政
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目的別歳出決算額の構成（平成21年度）

民生費 ： 児童、高齢者、心身障害者等のための福祉施設の整備・運営・生活保護の実施等の費用

教育費 ： 学校教育、社会教育などに使われる費用

土木費 ： 道路、河川、住宅、公園など各種の公共施設の建設整備の費用

公債費 ： 借入金の元金・利子などの支払いの費用

　使われた費用を目的別に分類すると、民生費、教育費、土木費などに多くの財源が使われています。都道府県では、教育
費、民生費、土木費の順、市町村では、民生費、総務費、土木費の順となっています。

目的別分類

歳出
何に使われているのでしょうか？

1

民生費

教育費

土木費

公債費

総務費

商工費

衛生費

農林水産業費

その他

197,679（億円）

164,380

132,920

128,846

107,184

65,750

59,715
35,530
69,060

67,636（億円）

109,262

66,092

66,071

34,660

42,861

18,632
26,252

70,987

148,391（億円）

55,634

68,863

63,484

79,271

23,335

42,448
13,121
25,637

96兆1,064億円
純  計

構成比
▼

50兆2,453億円
都 道 府 県

構成比
▼

構成比
▼

52兆184億円
市 町 村

20.6%

17.1%

13.8%

13.4%

11.2%

6.8%

6.2%
3.7%
7.2%

13.5%

21.7%

13.2%

13.1%

6.9%

8.5%

3.7%
5.2%

14.2%

28.5%

10.7%

13.2%

12.2%

15.2%

4.5%

8.2%
2.5%
5.0%

●市町村の歳入総額に占める一般財源の割合の分布状況 

（注） 「中都市」とは、政令指定都市、中核市及び特例市以外の市のうち人口10万人以上の市をいい、「小都市」とは同じく人口10万人未満の市をいいます。

0

100（%）

80

60

40

20

中都市 小都市 町村 町村
（人口1万人以上） （人口1万人未満）

4.2
0.5
11.9

40.4

3.9
0.4
24.6

29.0 27.6

14.3 地方税

57.0％ 57.8％ 59.8％ 58.1％
4.0
0.4
27.8

2.9
0.2
40.7 地方交付税

地方譲与税等

歳入総額に占める
一般財源の割合

一般財源

地方特例交付金等

地方交付税の機能

　地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な行政サービスや基本的な
社会資本が提供できるように財源を保障するためのものです。
　地方交付税による財源調整が働いている結果、歳入総額に占める一般財源の割合は、人口規模等による大きな違いは
生じていません。

3
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目的別歳出決算額の構成（平成21年度）

民生費 ： 児童、高齢者、心身障害者等のための福祉施設の整備・運営・生活保護の実施等の費用

教育費 ： 学校教育、社会教育などに使われる費用

土木費 ： 道路、河川、住宅、公園など各種の公共施設の建設整備の費用

公債費 ： 借入金の元金・利子などの支払いの費用

　使われた費用を目的別に分類すると、民生費、教育費、土木費などに多くの財源が使われています。都道府県では、教育
費、民生費、土木費の順、市町村では、民生費、総務費、土木費の順となっています。

目的別分類

歳出
何に使われているのでしょうか？

1

民生費

教育費

土木費

公債費

総務費

商工費

衛生費

農林水産業費

その他

197,679（億円）

164,380

132,920

128,846

107,184

65,750

59,715
35,530
69,060

67,636（億円）

109,262

66,092

66,071

34,660

42,861

18,632
26,252

70,987

148,391（億円）

55,634

68,863

63,484

79,271

23,335

42,448
13,121
25,637

96兆1,064億円
純  計

構成比
▼

50兆2,453億円
都 道 府 県

構成比
▼

構成比
▼

52兆184億円
市 町 村

20.6%

17.1%

13.8%

13.4%

11.2%

6.8%

6.2%
3.7%
7.2%

13.5%

21.7%

13.2%

13.1%

6.9%

8.5%

3.7%
5.2%

14.2%

28.5%

10.7%

13.2%

12.2%

15.2%

4.5%

8.2%
2.5%
5.0%
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目的別歳出構成の推移（普通会計純計）

単位 ： 平成9年度を100としたときの比率
　近年、農林水産業費、土木費などが減少する一方、民生費、公債費などが増加しています。

0 15010050

98

98

96

80

83
93

94
127

102
133
137

144

126

123

122

125

155
151

157
147

110

97

81
77

87

89
75

55

62
87

98

53

63
92

91

112
107

101

123

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

平成 9 年度

平成 14 年度

平成 19 年度

平成 21 年度

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

86,889
127,215
34,852
38,704
35,253
67,223
27,999
64,751
53,742
213,304
187,901
103,067
976,738

107,184
197,679
52,509
57,068

55,497
59,715

21,038
35,530

65,750
132,920

164,380
128,846

961,064

（億円）

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費

200

民生費の目的別内訳

教育費の目的別内訳

土木費の目的別内訳

28.1%

19兆7,679億円

55,497

28.9%57,068（億円）

26.6%52,509

16.4%
0.1%

32,501

純  計
構成比
▼

17.9%

6兆7,636億円
都 道 府 県

12,086

44.9%30,391（億円）

33.3%

3.7%
0.1%

22,547

2,535

構成比
▼

33.1%

構成比
▼

14兆8,391億円
市 町 村

49,117

20.5%30,448（億円）

25.9%38,387

20.5%
0.0%

30,404
36

老人福祉費

児童福祉費

社会福祉費

生活保護費

災害救助費 77103

30.2%

16兆4,380億円

49,668（億円）

17.5%28,725

16.2%26,686
13.8%22,721
7.4%12,087
7.3%12,034
7.6%12,459

純  計
構成比
▼

32.7%

10兆9,262億円
都 道 府 県

35,718（億円）

18.8%20,549

18.2%19,835
19.2%20,971

8.5%9,401
1.6%1,731
1.0%1,057

構成比
▼

25.2%

構成比
▼

5兆5,634億円
市 町 村

13,994（億円）

14.8%8,206
12.7%7,070
3.1%1,752
20.0%11,105
18.7%10,418

5.5%3,089

小学校費

中学校費

保健体育費

社会教育費

教育総務費

高等学校費

その他

港湾費

その他

河川海岸費

住宅費

36.8%

13兆2,920億円

48,979（億円）

33.0%43,903

11.0%14,686
8.9%

6.5%

11,773
3.8%5,0075,007

純  計
構成比
▼

19.7%

6兆6,092億円
都 道 府 県

13,011（億円）

40.2%26,555

19.7%
9.2%

13,022
6,108

5.0%3,2883,288

構成比
▼

53.3%

構成比
▼

6兆8,863億円
市 町 村

36,722（億円）

25.8%17,799
2.7%1,830
8.5%5,883
2.9%2,0282,028

都市計画費

道路橋りょう費

8,572 6.2% 6.8%4,6014,108
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目的別歳出構成の推移（普通会計純計）

単位 ： 平成9年度を100としたときの比率
　近年、農林水産業費、土木費などが減少する一方、民生費、公債費などが増加しています。
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125

155
151

157
147

110

97

81
77

87

89
75

55

62
87

98

53

63
92

91

112
107

101

123

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

平成 9 年度

平成 14 年度

平成 19 年度

平成 21 年度

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費

総務費
民生費

衛生費

農林水産業費
商工費
土木費
教育費
公債費

歳出合計

86,889
127,215
34,852
38,704
35,253
67,223
27,999
64,751
53,742
213,304
187,901
103,067
976,738

107,184
197,679
52,509
57,068

55,497
59,715

21,038
35,530

65,750
132,920

164,380
128,846

961,064

（億円）

うち社会福祉費
うち老人福祉費
うち児童福祉費

うち清掃費
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人件費の推移

人件費の項目別内訳

212019181716151413平成12 （年度）

0

90,000

100,000

110,000

120,000

150,000

160,000

250,000

260,000

270,000

280,000

0

20

40

60

80

100（％）

（億円）

157,915 157,978 156,296
153,443 152,176 150,086 150,113 150,869

147,297
142,862

268,775 268,383
263,942

259,323
256,133

252,643 251,353 252,563
246,052

239,756

110,860 110,405 107,646 105,879 103,957 102,557 101,240 101,694
98,755 96,895

市町村

純  計

都道府県

23兆9,756億円
純  計

14兆2,862億円
都道府県

9兆6,895億円
市町村

69.9％
職員給

16兆7,631億円

13.9％
地方公務員共済組合等負担金
3兆3,306億円

11.3％退職金

その他
2兆7,161億円

14.5％2兆778億円

10.0％1兆4,293億円

13.3％1兆2,868億円

12.9％1兆2,528億円

4.9％1兆1,658億円

46.3％
基本給
11兆994億円

23.6％
その他

5兆6,637億円
24.7％
3兆5,206億円 22.1％

2兆1,431億円

48.2％
6兆8,870億円

43.5％
4兆2,124億円

72.9％
10兆4,076億円 65.6％

6兆3,555億円

2.6％3,715億円 8.2％7,944億円

性質別歳出決算額の構成（平成21年度決算）
義務的経費
45兆9,152億円（47.8％）

投資的経費
14兆5,185億円（15.1％）

●単独事業費
　7兆2,003億円（7.5％）
●補助事業費
　5兆8,994億円（6.1％）

●普通建設事業費
　14兆3,809億円（15.0％）

●人件費
　23兆9,756億円（24.9％）
●扶助費
　9兆863億円（9.5％）
●公債費
　12兆8,532億円（13.4％）

96兆1,064億円
純  計

その他
35兆6,727億円
（37.1％）

その他
20兆6,961億円
（41.1％）

投資的経費
7兆7,661億円（15.5％）

●単独事業費
　3兆1,756億円（6.3％）
●補助事業費
　3兆3,549億円（6.7％）

●普通建設事業費
　7兆6,890億円（15.3％）

義務的経費
21兆7,831億円（43.4％）

●人件費
　14兆2,862億円（28.4％）
●扶助費
　9,143億円（1.8％）
●公債費
　6兆5,827億円（13.1％）

50兆2,453億円
都 道 府 県

投資的経費
7兆3,411億円（14.1％）

●単独事業費
　4兆2,566億円（8.2％）
●補助事業費
　2兆7,208億円（5.2％）

●普通建設事業費
　7兆2,663億円（14.0％）

義務的経費
24兆2,026億円（46.5％）

●人件費
　9兆6,895億円（18.6％）
●扶助費
　8兆1,720億円（15.7％）
●公債費
　6兆3,411億円（12.2％）

52兆184億円
市 町 村

その他
20兆4,747億円
（39.4％）

　使われた費用を性質別に分類すると、支出が義務づけられ、任意に削減することが困難な「義務的経費」（人件費、扶助
費及び公債費）、普通建設事業費などに充てられる「投資的経費」、「その他の経費」に分けることができます。

性質別分類

使われた費用はどのような性質のものでしょうか？

2

16



人件費の推移

人件費の項目別内訳

212019181716151413平成12 （年度）
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157,915 157,978 156,296
153,443 152,176 150,086 150,113 150,869

147,297
142,862

268,775 268,383
263,942

259,323
256,133

252,643 251,353 252,563
246,052

239,756

110,860 110,405 107,646 105,879 103,957 102,557 101,240 101,694
98,755 96,895

市町村

純  計

都道府県

23兆9,756億円
純  計

14兆2,862億円
都道府県

9兆6,895億円
市町村

69.9％
職員給

16兆7,631億円

13.9％
地方公務員共済組合等負担金
3兆3,306億円

11.3％退職金

その他
2兆7,161億円

14.5％2兆778億円

10.0％1兆4,293億円

13.3％1兆2,868億円

12.9％1兆2,528億円

4.9％1兆1,658億円

46.3％
基本給
11兆994億円

23.6％
その他

5兆6,637億円
24.7％
3兆5,206億円 22.1％

2兆1,431億円

48.2％
6兆8,870億円

43.5％
4兆2,124億円

72.9％
10兆4,076億円 65.6％

6兆3,555億円

2.6％3,715億円 8.2％7,944億円

地
方
財
政
の
動
向
と
課
題

17

地
方
財
政
の
役
割

地
方
財
政
の
現
状



経常収支比率の推移

経常収支比率の内訳（純計）

平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）

平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

100（％）

（％）

90

80

100
都道府県

83.6

89.3

84.6

90.5

87.4

93.5

87.4

90.8
90.5

92.5

90.2

92.6

90.3

92.6 94.7

92.0 91.8 91.8

93.9 95.9

86.4 87.5
90.3 89.0 91.5 91.4 91.4 93.4 92.8

37.0 36.8 37.0 37.0 36.5 36.0 36.236.0

19.6 20.3 21.6 21.5 21.9 21.5 21.4 21.5 21.5

35.1

市町村
純計

21.5

34.8

その他

人件費
（％）

公債費
（％）

93.8

　経常収支比率（特別区及び一部事務組合等を除く加重平均）は、前年度より1.0ポイント上昇して93.8％となり、集計開
始以来最も高い値を示し、依然として高い水準での推移が続いています。

　地方公共団体が、住民からのニーズに的確に応えていくには、毎年、支出が必要になる義務的経費に充てる財源に加え
て、社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくための施策に充てる財源を確保していくことが必要です。その財源の
確保の程度を財政構造の弾力性といっています。

経常収支比率

財政構造の弾力性
財政の行政需要への対応能力はどうなっているのでしょうか？

1

性質別歳出構成の推移（普通会計純計）

＊扶　　助　　費 児童福祉費、生活保護費など、社会保障制度の一環として、生活困窮者、児童、高齢者、心身障害者等を援助するために支出される経費をいいます。
＊普通建設事業費 道路、橋りょう、公園、学校等の社会資本の整備に要する費用をいいます。

0 300200 25010050 150

義務的経費

普通建設事業費

積立金
歳出合計

平成 9 年度

平成 14 年度

平成 19 年度

平成 21 年度

人件費

扶助費

公債費

補助事業費

単独事業費

義務的経費

普通建設事業費

積立金
歳出合計

人件費

扶助費

公債費

補助事業費

単独事業費

義務的経費

普通建設事業費

積立金
歳出合計

人件費

扶助費

公債費

補助事業費

単独事業費

人件費

扶助費

公債費

補助事業費

単独事業費

義務的経費

普通建設事業費

積立金
歳出合計

433,569
269,287
61,621
102,660
277,492
110,607
154,521
15,528
976,738

（億円）

単位 ： 平成9年度を100としたときの比率
　近年、普通建設事業費などが減少する一方、義務的経費のうち扶助費、公債費などが増加しています。

106

109

107

106

147
125

270

133

139

127

127

98

75
83

88
97

94

89

52
53
47

98

49
50
44

91

66

459,152
239,756

90,863
128,532

143,809
58,994
72,003

41,874
961,064
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経常収支比率の推移

経常収支比率の内訳（純計）

平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）

平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）
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（％）

90

80

100
都道府県

83.6

89.3

84.6

90.5

87.4

93.5

87.4

90.8
90.5

92.5

90.2

92.6

90.3

92.6 94.7

92.0 91.8 91.8

93.9 95.9

86.4 87.5
90.3 89.0 91.5 91.4 91.4 93.4 92.8

37.0 36.8 37.0 37.0 36.5 36.0 36.236.0

19.6 20.3 21.6 21.5 21.9 21.5 21.4 21.5 21.5

35.1

市町村
純計

21.5

34.8

その他

人件費
（％）

公債費
（％）

93.8

　経常収支比率（特別区及び一部事務組合等を除く加重平均）は、前年度より1.0ポイント上昇して93.8％となり、集計開
始以来最も高い値を示し、依然として高い水準での推移が続いています。

　地方公共団体が、住民からのニーズに的確に応えていくには、毎年、支出が必要になる義務的経費に充てる財源に加え
て、社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくための施策に充てる財源を確保していくことが必要です。その財源の
確保の程度を財政構造の弾力性といっています。

経常収支比率

財政構造の弾力性
財政の行政需要への対応能力はどうなっているのでしょうか？

1
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（注1） 地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額です。
（注2） 経済対策分は推計値です。

（兆円）
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　地方公共団体の借入である地方債現在高は、平成21年度末で約139兆円です。
　近年、減税に伴う税収の補塡、臨時財政対策債の発行等により増加しており、歳入総額の約1.42倍、地方税、地方交付
税などの一般財源総額の約2.64倍に達しています。

地方債現在高の推移

地方財政の借入金残高
地方財政の借入金はどうなっているのでしょうか？

1

平成 9 14 17 18 19 20 21（年度末）
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6.0

9.9

80.3

111.5

15.2

3.8

7.6

6.5

18.0

83.0

134.1
12.1

15.7

8.2

5.3

19.4

79.4

140.1

11.1

17.9

8.0

4.9

19.3

77.9

139.1

10.1

19.7

7.4

5.0

19.1

76.9

138.2

9.1

21.6

6.8
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25.4

8.1

5.6

18.7 18.3

75.7 74.7

137.4 139.3

臨時財政対策債

減収補塡債

減税補塡債等

財源対策債等

その他地方債

経済対策分

平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）

（％）
20

19

18

17

16

15

実質公債費比率の状況

公債費負担比率の推移

＊公債費負担比率 ： 公債費負担比率は、公債費充当一般財源（地方債の元利償還金等の公債費に充当された一般財源）が一般財源総額に対し、どの程度の割合になっ
ているかを示す指標であり、公債費がどの程度一般財源の使途の自由度を制約しているかをみることにより、財政構造の弾力性を判断するものです。
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都道府県

　地方公共団体の借入金、利子の支払いである公債費は、特に弾力性に乏しい経費であることから、その動向に常に注意
する必要があります。
　公債費による負担度合いを判断するための指標として、実質公債費比率及び公債費負担比率が用いられています。

　実質公債費比率の状況については、「健全化判断比率・資金不足比率の状況」（29ページ）をご覧ください。

実質公債費比率及び公債費負担比率2
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（注1） 地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額です。
（注2） 経済対策分は推計値です。
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　地方公共団体の借入である地方債現在高は、平成21年度末で約139兆円です。
　近年、減税に伴う税収の補塡、臨時財政対策債の発行等により増加しており、歳入総額の約1.42倍、地方税、地方交付
税などの一般財源総額の約2.64倍に達しています。

地方債現在高の推移

地方財政の借入金残高
地方財政の借入金はどうなっているのでしょうか？
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0

20

40

60

80

100（％）

1億2,557万人中
1億2,482万人
（99.4%）

現在給水人口
1億890万人中
9,945万人
（91.3%）

汚水処理人口
227億24百万人中
30億2百万人
（13.2%）

年間輸送人員
44億76百万人中
9億56百万人
（21.4%）

年間輸送人員
160万1千床中
21万6千床
（13.5%）

病床数

（注1） グラフは、実施されている全国の全事業全体を100 とした場合の地方公営企業が占める割合を表しています。
（注2） 全国の全事業全体の数値は、各関係機関の統計資料により作成し、地方公営企業の数値は全事業全体と同年度の決算数値によります。

水道事業
（簡易水道事業含む）

下水道事業 交通事業
（鉄道）

交通事業
（バス）

病院事業

　地方公営企業は、住民の生活水準の向上を図るうえで大きな役割を果たしています。

地方公営企業が占める割合

地方公営企業
地方公営企業の状況はどのようになっているのでしょうか？

1
普通会計が負担すべき借入金残高及び国内総生産に占める割合の推移

（注1） 地方債現在高は、特定資金公共投資事業債を除いた額です。
（注2） 企業債現在高（うち普通会計負担分）は、決算統計をベースとした推計値です。

（％）
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212019181714平成9 （年度末）

　地方債現在高のほか、地方財源不足に対処するための交付税及び譲与税配付金特別会計借入金、公営企業において
償還する企業債のうち普通会計がその償還を負担するものを含めた借入金残高は、平成21年度末で約198兆円となって
おり、依然として高い水準にあります。

地方財政の借入金残高2

29.2
39.4 40.0 39.2 38.5 40.0 41.8

普通会計が負担すべき借入金残高の国内総生産（名目）に占める割合

1,114,971

231,823

152,137

1,498,931

1,341,007

282,435

307,243

1,930,685

1,400,516

277,509

336,142

2,014,167

1,390,577

274,795

336,173

2,001,545

1,381,605

267,755

336,173

1,985,533

1,373,985

260,280

336,173

1,970,438

1,392,781

252,754

336,173

1,981,708億円

億円

億円

億円

交付税及び
譲与税配付金

特別会計借入金残高

企業債現在高
（うち普通会計負担分）

地方債現在高
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1億2,557万人中
1億2,482万人
（99.4%）

現在給水人口
1億890万人中
9,945万人
（91.3%）

汚水処理人口
227億24百万人中
30億2百万人
（13.2%）

年間輸送人員
44億76百万人中
9億56百万人
（21.4%）

年間輸送人員
160万1千床中
21万6千床
（13.5%）

病床数

（注1） グラフは、実施されている全国の全事業全体を100 とした場合の地方公営企業が占める割合を表しています。
（注2） 全国の全事業全体の数値は、各関係機関の統計資料により作成し、地方公営企業の数値は全事業全体と同年度の決算数値によります。

水道事業
（簡易水道事業含む）

下水道事業 交通事業
（鉄道）

交通事業
（バス）

病院事業

　地方公営企業は、住民の生活水準の向上を図るうえで大きな役割を果たしています。

地方公営企業が占める割合

地方公営企業
地方公営企業の状況はどのようになっているのでしょうか？

1

地
方
財
政
の
動
向
と
課
題
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地方公営企業の経営状況の推移
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　経営状況は、2,986億円の黒字となっており、事業別にみると、水道事業、電気事業及び下水道事業は黒字で推移して
いる一方で、病院事業は赤字が続いている状況です。

経営状況4

その他 242

黒字計
2,392

黒字

赤字計
△2,314

下水道 324
電気 177

工業用水道 82

水道 1,567
（簡易水道含む）

交通 △1,712

病院 △578

ガス △24

その他 365

その他 △203

黒字計
3,013

赤字計
△2,934

下水道 755
電気 114

工業用水道 180

水道 1,599
（簡易水道含む）

交通 △1,452

病院 △1,264

ガス △15

その他 1,512

その他 △197

黒字計
5,102

赤字計
△2,335

下水道 805
電気 93

工業用水道 239

水道 2,453
（簡易水道含む）

交通 △640

病院 △1,476

ガス △22

その他 2,722

その他 △136

黒字計
6,812

赤字計
△2,126

下水道 1,054
電気 44

工業用水道 198

水道 2,692
（簡易水道含む）

交通 102

病院 △1,947

ガス △43

その他 215
その他 153

その他 △815

その他 △471

黒字計
4,511

赤字計
△2,632

黒字計
4,526

赤字計
△1,541

下水道 1,060 下水道 1,176

電気 76 電気 92

工業用水道 243
工業用水道 104

水道 2,668
（簡易水道含む）

水道 2,627
（簡易水道含む）

交通 197 交通 340

病院 △1,817
病院 △1,070

ガス 52 ガス 34
その他 723

その他 △175

黒字計
4,283

赤字計
△2,351

下水道 893

電気 122

工業用水道 △178

水道 2,503
（簡易水道含む）

交通 42

病院 △1,985

ガス △13

78 79

1,933 1,879

2,986

収支合計

4,686

2,767

赤字

（平成21年度末）

　事業数は、8,903事業であり、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事業、病院事業、介護
サービス事業、宅地造成事業の順になっています。

地方公営企業の事業数2

　決算規模は、18兆4,594億円で、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、病院事業、水道事業、交
通事業、宅地造成事業の順になっています。

決算規模3

8,903事業
事 業 数

18兆4,594億円
決算規模

水道
2,173（24.4％）
●上水道
　1,365（15.3％）

●下水道
　3,633（40.8％）

●簡易水道
　808（9.1％）

●宅地造成
　495（5.6％）

●その他
　1,344（15.0％）

●介護サービス
　603（6.8％）
●病院
　655（7.4％）

（平成21年度末）

●その他
　1兆1,085億円（6.1％）

●下水道
　6兆2,631億円（33.9％）

●病院
　4兆5,819億円（24.8％）

●水道（簡易水道を含む）
　4兆2,295億円（22.9％）

●交通
　1兆2,189億円（6.6％）

●宅地造成
　1兆575億円（5.7％）
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　経営状況は、2,986億円の黒字となっており、事業別にみると、水道事業、電気事業及び下水道事業は黒字で推移して
いる一方で、病院事業は赤字が続いている状況です。

経営状況4

その他 242

黒字計
2,392

黒字

赤字計
△2,314

下水道 324
電気 177

工業用水道 82

水道 1,567
（簡易水道含む）

交通 △1,712

病院 △578

ガス △24

その他 365

その他 △203

黒字計
3,013

赤字計
△2,934

下水道 755
電気 114

工業用水道 180

水道 1,599
（簡易水道含む）

交通 △1,452

病院 △1,264

ガス △15

その他 1,512

その他 △197

黒字計
5,102

赤字計
△2,335

下水道 805
電気 93

工業用水道 239

水道 2,453
（簡易水道含む）

交通 △640

病院 △1,476

ガス △22

その他 2,722

その他 △136

黒字計
6,812

赤字計
△2,126

下水道 1,054
電気 44

工業用水道 198

水道 2,692
（簡易水道含む）

交通 102

病院 △1,947

ガス △43

その他 215
その他 153

その他 △815

その他 △471

黒字計
4,511

赤字計
△2,632

黒字計
4,526

赤字計
△1,541

下水道 1,060 下水道 1,176

電気 76 電気 92

工業用水道 243
工業用水道 104

水道 2,668
（簡易水道含む）

水道 2,627
（簡易水道含む）

交通 197 交通 340

病院 △1,817
病院 △1,070

ガス 52 ガス 34
その他 723

その他 △175

黒字計
4,283

赤字計
△2,351

下水道 893

電気 122

工業用水道 △178

水道 2,503
（簡易水道含む）

交通 42

病院 △1,985

ガス △13

78 79

1,933 1,879

2,986

収支合計

4,686

2,767

赤字
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旧再建法 地方公共団体財政健全化法

健全化判断比率等の対象について

※公営企業会計
　ごとに算定

※公営企業会計
　ごとに算定

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率 将

来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率

不
良
債
権

地
方
公
共
団
体

一般会計

一般会計等

公営事業
会計

特別会計

うち
公営企業
会計

新法と旧再建法との比較

　地方財政は、過去に発行された地方債の償還や高齢化の進展等により、財政構造の硬直化が進み、極めて厳しい状況
にあり、地方財政の健全化は重要な課題です。
　旧来の地方公共団体の財政再建制度は、分かりやすい財政情報の開示や早期是正機能がない等の課題が指摘されて
いました。
　そこで、地方公共団体の財政再建制度を約50年ぶりに抜本的に見直し、財政指標の整備とその開示を徹底し、財政の
早期健全化及び再生を図るための新たな制度として平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平
成19年法律第94号）が成立しました。財政指標の公表については平成20年4月から、財政健全化計画の策定の義務付け
等の規定については平成21年4月から施行されています。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律等の概要

地方財政健全化の推進
1

新  法

旧再建法

旧再建法の課題 地方財政再建促進特別措置法
（旧再建法）

公営企業もこれに準じた再建制度
（地方公営企業法）

赤字団体が申出により、財政再建計画を策定
（総務大臣の同意が必要）

財政の再生

国等の関与による
確実な再生

●分かりやすい財政情報の開示等が不十分

●再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

●普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック
　（負債等）の財政状況に課題があっても対象とならない

●公営企業にも早期是正機能がない等の課題

※赤字比率が5％以上の都道府県、20％以上の市町村は、
法に基づく財政再建を行わなければ建設地方債を発行
できない

【同意無】
●災害復旧事業等を除き、地方債の起債
を制限

【同意有】
●収支不足額を振り替えるため、償還年限
が計画期間内である地方債（再生振替
特例債）の起債可

●財政運営が計画に適合しないと認
められる場合等においては、予算
の変更等を勧告

●財政再生計画の策定（議会の議
決）、外部監査の要求の義務付け

●財政再生計画は、総務大臣に協議
し、同意を求めることができる

財政の早期健全化

健
全
財
政

財
政
悪
化

自主的な改善努力
による財政健全化

●財政健全化計画の策定
（議会の議決）、外部監
査の要求の義務付け

●実施状況を毎年度議会
に報告し公表

●早期健全化が著しく困
難と認められるときは、
総務大臣又は知事が必
要な勧告

健全段階

指標の整備と
情報開示の徹底

●フロー指標：実質赤字
比率、連結実質赤字比
率、実質公債費比率

●ストック指標：将来負担
比率＝公社・三セク等
を含めた実質的負債に
よる指標

→監査委員の審査に付し
議会に報告し公表

公営企業の経営の健全化
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旧再建法 地方公共団体財政健全化法

健全化判断比率等の対象について

※公営企業会計
　ごとに算定

※公営企業会計
　ごとに算定

一部事務組合・広域連合

地方公社・第三セクター等

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率 将

来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率

不
良
債
権

地
方
公
共
団
体

一般会計

一般会計等

公営事業
会計

特別会計

うち
公営企業
会計
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財政の早期健全化・財政の再生・公営企業の経営健全化のイメージ

実質赤字比率の状況

実質赤字比率

　平成21年度決算に基づく実質赤字比率の状況は、下図のとおりです。
　実質赤字額がある（実質赤字比率が0%超である）団体数は、13団体となっています。このうち実質赤字比率が早期健全
化基準以上である団体はありません。

健全化判断比率・資金不足比率の状況2

1

0

10

20

30

40
（団体）

財政悪化

財
政
の
早
期
健
全
化
・
再
生

公
営
企
業
の

経
営
健
全
化

①実質赤字比率 注1

②連結実質赤字比率 注1

③実質公債費比率 注1

④将来負担比率 注1

⑤資金不足比率
公営企業会計

（参考）旧再建制度 注3

実質赤字比率

都道府県 政令指定都市 市区 町村 合計

早期健全化基準

早期健全化段階 再生段階

（注１） （　）外は市町村、（　）内は道府県の基準です。実質赤字比率、連結実質赤字比率についての東京都の基準は、別途設定されています。
（注2） 連結実質赤字比率の財政再生基準については、H21：40（25）％、H22：40（25）％、H23：35（20）％の経過的な基準を設定しています。
　　　東京都の基準についても、経過措置が設けられています。
（注3） 旧再建制度においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められていました。

経営健全化基準

財政再生基準

11.25～15%（3.75%）

0%

0%

16.25～20%（8.75%）

25%（25%）

20%

20%（5%）

30%（15%）

35%（35%）

350%（400%）

・ ①は均衡する（0%）こと
・ ②～④は早期健全化基準を
   下回ること

計画目標
・ ⑤は経営健全化基準を下回ること

財政再生団体の計画目標
・ ①は均衡する(0%)こと
・ ②～④は早期健全化基準を
   下回ること

①

⑤

② ④

①

～

② ④～

財政健全化
団体

経営健全化
団体

財政再生
団体

準用再建団体

財政健全化団体の計画目標

実質赤字額がある団体数
うち実質赤字比率が早期健全化基準以上である団体数
うち財政再生基準以上である団体数

0 0 0 1 0 0
8
0 0 4 0 0

13

0 0

健全化判断比率等の概要について

●一般会計等の実質赤字額 ： 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額
●実質赤字の額＝繰上充用額 ＋（支払繰延額＋事業繰越額）

実質赤字比率　=
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

●連結実質赤字額 ： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額
　イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合

計額
　ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
　ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
　ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

連結実質赤字比率　=
連結実質赤字額

標準財政規模

●準元利償還金 ： イからホまでの合計額
　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年あたりの元金償還金相当額
　ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
　ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
　ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
　ホ　一時借入金の利子

実質公債費比率
（3か年平均） =

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金）－
（特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

●将来負担額 ： イからチまでの合計額
　イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
　ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）
　ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額
　ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
　ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
　ヘ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等

の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
　ト 　連結実質赤字額
　チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額
●充当可能基金額 ： イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

●資金の不足額 ： 資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高
－流動資産）－解消可能資金不足額

 資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。
※宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

●事業の規模 ： 事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額‒受託工事収益の額
 事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額‒受託工事収益に相当する収入の額
※指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。
※宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

資金不足比率　=
資金の不足額

事業の規模

将来負担比率　=
将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
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財政の早期健全化・財政の再生・公営企業の経営健全化のイメージ

実質赤字比率の状況

実質赤字比率

　平成21年度決算に基づく実質赤字比率の状況は、下図のとおりです。
　実質赤字額がある（実質赤字比率が0%超である）団体数は、13団体となっています。このうち実質赤字比率が早期健全
化基準以上である団体はありません。

健全化判断比率・資金不足比率の状況2
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①実質赤字比率 注1

②連結実質赤字比率 注1

③実質公債費比率 注1

④将来負担比率 注1

⑤資金不足比率
公営企業会計

（参考）旧再建制度 注3

実質赤字比率

都道府県 政令指定都市 市区 町村 合計

早期健全化基準

早期健全化段階 再生段階

（注１） （　）外は市町村、（　）内は道府県の基準です。実質赤字比率、連結実質赤字比率についての東京都の基準は、別途設定されています。
（注2） 連結実質赤字比率の財政再生基準については、H21：40（25）％、H22：40（25）％、H23：35（20）％の経過的な基準を設定しています。
　　　東京都の基準についても、経過措置が設けられています。
（注3） 旧再建制度においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められていました。
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健全化判断比率等の概要について

●一般会計等の実質赤字額 ： 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額
●実質赤字の額＝繰上充用額 ＋（支払繰延額＋事業繰越額）

実質赤字比率　=
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

●連結実質赤字額 ： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額
　イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合

計額
　ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
　ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
　ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

連結実質赤字比率　=
連結実質赤字額

標準財政規模

●準元利償還金 ： イからホまでの合計額
　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年あたりの元金償還金相当額
　ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの
　ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
　ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
　ホ　一時借入金の利子

実質公債費比率
（3か年平均） =

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金）－
（特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

●将来負担額 ： イからチまでの合計額
　イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
　ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）
　ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込額
　ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
　ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
　ヘ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等

の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
　ト 　連結実質赤字額
　チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額
●充当可能基金額 ： イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

●資金の不足額 ： 資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高
－流動資産）－解消可能資金不足額

 資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。
※宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

●事業の規模 ： 事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額‒受託工事収益の額
 事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額‒受託工事収益に相当する収入の額
※指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。
※宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

資金不足比率　=
資金の不足額

事業の規模

将来負担比率　=
将来負担額 －（充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額 ＋
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
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将来負担比率の状況

将来負担比率

　平成21年度決算に基づく将来負担比率の状況は、下図のとおりです。
　将来負担比率が早期健全化基準以上である団体数は、3団体となっています。

4

資金不足額の状況（団体種類別会計数）

資金不足比率

　平成21年度決算に基づく資金不足比率の状況は、下図のとおりです。
　資金不足額がある（資金不足比率が0%超である）公営企業会計数は、162会計となっています。このうち資金不足比率
が経営健全化基準以上である会計数は、49会計となっています。
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連結実質赤字比率の状況

連結実質赤字比率

　平成21年度決算に基づく連結実質赤字比率は、下図のとおりです。
　連結実質赤字額がある（連結実質赤字比率が0%超である）団体数は、31団体となっています。このうち連結実質赤字比
率が早期健全化基準以上である団体はありません。

2

実質公債費比率の状況

実質公債費比率

　平成21年度決算に基づく実質公債費比率の状況は、下図のとおりです。
　実質公債費比率が早期健全化基準以上である団体数は12団体であり、そのうち財政再生基準以上である団体数は1団
体となっています。
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将来負担比率の状況

将来負担比率

　平成21年度決算に基づく将来負担比率の状況は、下図のとおりです。
　将来負担比率が早期健全化基準以上である団体数は、3団体となっています。

4

資金不足額の状況（団体種類別会計数）

資金不足比率

　平成21年度決算に基づく資金不足比率の状況は、下図のとおりです。
　資金不足額がある（資金不足比率が0%超である）公営企業会計数は、162会計となっています。このうち資金不足比率
が経営健全化基準以上である会計数は、49会計となっています。
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新成長戦略に基づく経済対策と地域の活性化

　「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」において「地域活性化交付金」（3,500億円）として、「きめ細かな交付
金」（2,500億円）と「住民生活に光をそそぐ交付金」（1,000億円）が創設されました。「きめ細かな交付金」では、観光地にお
ける電線地中化等、地域の活性化ニーズに応じて、きめ細かな事業を実施できるよう支援を行うことになりました。「住民生活
に光をそそぐ交付金」では、これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、光が十分に当てられてこなかった分野に対す
る地方の取組を支援することになりました。

2

地域力の創造

　活力ある地域社会を形成し、地域主権型社会を構築するため、地域で様々な主体が協働・連携して地域資源を活用し、地
域力を高めるための多様な取組を展開できるよう、「緑の分権改革」、「定住自立圏構想」の推進及び過疎地域などの条件
不利地域の自立・活性化の支援を行っています。

1

地域力の創造と新成長戦略2

給与の適正化及び適正な定員管理の推進

　給与については、国の給与構造改革の取組を踏まえ、ほぼ全ての地方公共団体で給料表水準の引下げ等の改革が実
施されています。
　定員については、平成17年4月1日から平成22年4月1日までの5年間で、都道府県5.3％減、政令指定都市10.6％減、
政令指定都市を除く市区町村9.9％減となっており、全地方公共団体では7.5％の減少となりました。

1

地方公会計改革の推進

　現金主義では見えにくい費用や資産に関する財務情報の開示といった観点から、発生主義を活用し複式簿記の考え方を
導入した公会計の整備が進められています。

3

地方自治法抜本見直し

　地域の住民が自ら考え、主体的に行動し、その行動と選択に責任を負うにふさわしいものとしていくという観点から、地方自
治法について抜本的な見直しを行っています。

8

直轄事業負担金制度の廃止

　平成22年度から維持管理に係る負担金制度を廃止することになりました。

7

地方公営企業等の改革

　地方公営企業が、将来にわたり本来の目的である公共サービスの供給を行っていくため
●地方公営企業の抜本改革の推進
●第三セクター等の抜本的改革の推進
●地方公営企業会計制度等の見直し
が進められています。

2

行財政改革3

地方財政の動向と課題

基礎自治体への権限移譲

　都道府県と市町村の間の事務配分を「補完性の原則」に基づいて見直しを行い、可能な限り多くの行政事務を住民に最
も身近な基礎自治体が広く担うこととし、所要の法律等の整備を行うべく取り組んでいます。

2

国の出先機関改革

　住民に身近な行政はできる限り地方自治体に委ね、地域における行政を地方自治体が自主的かつより総合的に実施でき
るよう国の出先機関改革を進めています。

3

「ひも付き補助金」の一括交付金化

　国から地方への「ひも付き補助金」を段階的に廃止し、平成23年度予算から基本的に地方が自由に使える、一括交付金
が創設されることになりました。

4

地方税財源の充実確保

　地方が自由に使える財源を拡充するという観点から国・地方間の税財源の配分の在り方を見直すとともに、税源の偏在性
が少なく、税収が安定的な地方税体系を構築する取り組みが行われています。
　また、地方公共団体が税の面でも創意工夫を活かすことができるよう、地方公共団体の「自主的な判断」と「執行の責任」
を拡大し、課税自主権の拡大を図るために改革が進められています。

5

交付税制度の見直し

　地方交付税の算定方法の簡素化・透明化の取組の一環として、交付税総額の6％となっている特別交付税の割合を段
階的に引き下げ、その部分を普通交付税に移行することとしました。
　一方、地方公共団体の財政運営に著しい影響を及ぼすおそれのある大規模災害等の発生時には、12月と3月の定例の
決定・交付とは別に、その都度、特別交付税の額を決定・交付することができる特例が新設されました。
　また、地方公共団体の自主的・主体的財政運営を図る観点から、事業費補正の更なる縮減を行うこととなりました。

6

義務付け・枠付けの見直し

　地方公共団体の自治事務について国が法令で事務の実施やその方法を縛っている義務付け・枠付けが多数存在してい
るため、義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大し、地方公共団体自らの判断と責任において行政を実施する仕組
みに改めるべく取り組んでいます。
　また、地方公共団体の自主性・自立性を高める観点から、財政状況が良好な団体が民間資金債を発行する場合は、原則、
協議を不要とするなど、所要の法律等の整備を行うべく取り組んでいます。

1

　政府では、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決められるようにする地域主権改革の推進に取り組んでいます。
具体的には「地域主権戦略会議」を中心に、義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大、基礎自治体への権限移譲、
国の出先機関改革、「ひも付き補助金」の一括交付金化等の実現に向けた議論が行われています。

地域主権改革の推進1
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新成長戦略に基づく経済対策と地域の活性化

　「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」において「地域活性化交付金」（3,500億円）として、「きめ細かな交付
金」（2,500億円）と「住民生活に光をそそぐ交付金」（1,000億円）が創設されました。「きめ細かな交付金」では、観光地にお
ける電線地中化等、地域の活性化ニーズに応じて、きめ細かな事業を実施できるよう支援を行うことになりました。「住民生活
に光をそそぐ交付金」では、これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、光が十分に当てられてこなかった分野に対す
る地方の取組を支援することになりました。

2

地域力の創造

　活力ある地域社会を形成し、地域主権型社会を構築するため、地域で様々な主体が協働・連携して地域資源を活用し、地
域力を高めるための多様な取組を展開できるよう、「緑の分権改革」、「定住自立圏構想」の推進及び過疎地域などの条件
不利地域の自立・活性化の支援を行っています。

1

地域力の創造と新成長戦略2

給与の適正化及び適正な定員管理の推進

　給与については、国の給与構造改革の取組を踏まえ、ほぼ全ての地方公共団体で給料表水準の引下げ等の改革が実
施されています。
　定員については、平成17年4月1日から平成22年4月1日までの5年間で、都道府県5.3％減、政令指定都市10.6％減、
政令指定都市を除く市区町村9.9％減となっており、全地方公共団体では7.5％の減少となりました。

1

地方公会計改革の推進

　現金主義では見えにくい費用や資産に関する財務情報の開示といった観点から、発生主義を活用し複式簿記の考え方を
導入した公会計の整備が進められています。

3

地方自治法抜本見直し

　地域の住民が自ら考え、主体的に行動し、その行動と選択に責任を負うにふさわしいものとしていくという観点から、地方自
治法について抜本的な見直しを行っています。

8

直轄事業負担金制度の廃止

　平成22年度から維持管理に係る負担金制度を廃止することになりました。

7

地方公営企業等の改革

　地方公営企業が、将来にわたり本来の目的である公共サービスの供給を行っていくため
●地方公営企業の抜本改革の推進
●第三セクター等の抜本的改革の推進
●地方公営企業会計制度等の見直し
が進められています。

2

行財政改革3

地
方
財
政
の
現
状
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　地方財政の状況が厳しさを増す中で、説明責任を果たすためのさまざまな取組が行われています。
　総務省では、各地方公共団体が住民等の理解と協力を得ながら財政の健全化を推進していくため、他団体と比較可能な
帳票をもって住民等に分かりやすく情報を開示することを目的として「歳出比較分析表」や「財政比較分析表」等を作成し、
ホームページ上で公表しています。

　平成18年度決算より、類似団体間で歳出状況の比較分析を行うための「歳出比較分析表」を作成し公表する
ことで効果的な歳出削減に活用されていくことが期待されます。

情報開示の推進

❶ 歳出比較分析表

ホームページアドレス

http://www.soumu.go.jp/iken/saishutsuhyo/index.html

　財政比較分析表は、類似団体間で主要財政指標等の比較分析を行い、各団体において指標等の改善に向け
た取組等を分析するものとなっています。

❷ 財政比較分析表

ホームページアドレス

http://www.soumu.go.jp/iken/bunsekihyo.html

　全都道府県、市町村の決算カード（平成13年度決算以降）を個別の団体ごとに取りまとめた「決算カード」を
ホームページ上で公表しています。

❸ 決算カード

ホームページアドレス

http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/card.html

　総合的な財政情報について一覧性をもった開示が求められている中で、普通会計に加え企業会計などの特別
会計の状況や第三セクター等の経営状況及び財政援助の状況も含め、各地方公共団体の総合的な財政状況を
開示する方途の一つとして「財政状況等一覧表」を作成し、ホームページ上で公表しています。

❹ 財政状況等一覧表

ホームページアドレス

http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei_ichiran.html
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